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貸  借  対  照  表
（２０２５年３月３１日現在）

      科        目 金     額       科        目 金      額

（資 産 の 部） 千円 （負 債 の 部） 千円

 流 動 資 産 558,756  流 動 負 債 441,147 

現 金 及 び 預 金 5,946 56,313 

営 業 未 収 金 122,753 96,941 

貯 蔵 品 8,598 56,257 

前 払 費 用 3,248 136,909 

未 収 金 11,799 12,465 

そ の 他 406,411 82,260 

 固 定 資 産 1,730,032  固 定 負 債 146,123 

有 形 固 定 資 産 1,667,860 101,689 

建 物 5,436 44,434 

船 舶 438,217 負  債  合  計 587,271 

車 両 及 び 運 搬 具 1,042 

工 具 器 具 及 び 備 品 1,706 （純 資 産 の 部）

建 設 仮 勘 定 1,221,457  株 主 資 本 1,701,518 

資 本 金 71,390 

投資その他の資産 62,172 資 本 剰 余 金 100,710 

投 資 有 価 証 券 174 利 益 剰 余 金 1,529,417 

出 資 金 2,770 21,550 

繰 延 税 金 資 産 58,764 1,507,867 

差 入 保 証 金 463 特 別 償 却 準 備 金 10,282 

固定資産圧縮積立金 720 

別 途 積 立 金 230,000 

繰 越 利 益 剰 余 金 1,266,864 

純　資　産  合  計 1,701,518 

資　産　合　計 2,288,789 負 債 及 び 純 資 産 合 計 2,288,789 

(注)記載金額は千円未満の端数を切捨により表示しております。

そ の 他

退 職 給 付 引 当 金

利 益 準 備 金

そ の 他 利 益 剰 余 金

営 業 未 払 金

未 払 金

未 払 費 用

未 払 法 人 税 等

預 り 金

特 別 修 繕 引 当 金
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損　　益　　計　　算　　書

 　科          目 金　　　　　　　　　　額

千円 千円

4,670,761 

4,419,674 

251,086 

84,475 

166,611 

受 取 利 息及 び配 当金 2,409 

固 定 資 産 売 却 益 1,018 

そ の 他 43,245 46,673 

そ の 他 38,873 38,873 

174,411 

固 定 資 産 売 却 益 242,854 

受 取 保 険 金 33,709 276,563 

固 定 資 産 処 分 損 852 

災 害 に よ る 損 失 35,909 36,761 

414,213 

159,462 

 15,431    △         144,031 

270,181 

(注)記載金額は千円未満の端数を切捨により表示しております。

自　　　２０２４年４月　１日

至　　　２０２５年３月３１日

当 期 純 利 益

経 常 利 益

売 上 高

売 上 原 価

売 上 総 利 益

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費

法人税､住民税及び事業税

法 人 税 等 調 整 額

営 業 利 益

営 業 外 収 益

営 業 外 費 用

特 別 利 益

税 引 前 当 期 純 利 益

特 別 損 失
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特　別
償　却
準備金

固定資産
圧　縮
積立金

別　途
積立金

繰　越
利　益
剰余金

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

当期首残高 71,390 100,710 100,710 21,550 20,564 1,088 230,000 996,551 1,269,754 1,441,854 1,441,854

当期変動額

　剰余金の配当  － 10,518△  －  －  － 

　特別償却準備金の取崩  － 10,282△ 10,282  －  －  － 

　固定資産圧縮積立金の取崩  － 367△ 367  －  －  － 

　当期純利益  － 270,181 270,181 270,181 270,181

当期変動額合計  －  －  －  － 10,282△ 367△  － 270,313 259,663 259,663 259,663

当期末残高 71,390 100,710 100,710 21,550 10,282 720 230,000 1,266,864 1,529,417 1,701,518 1,701,518

　　(注)記載金額は千円未満の端数を切捨により表示しております。

株 主 資 本 等 変 動 計 算 書

自　　　２０２４年４月　１日

至　　　２０２５年３月３１日

株 主 資 本

純資産
合　計

利 益 剰 余 金

そ の 他 利 益 剰 余 金
利　益
剰余金
合　計

資本金
株　主
資　本
合　計

資 本 剰 余 金

資　本
準備金

資　本
剰余金
合　計

利　益
準備金
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【個 別 注 記 表】 
 

Ⅰ．重要な会計方針に係る事項に関する注記 
 

１．資産の評価基準及び評価方法 

(１) 有価証券の評価基準及び評価方法 

  ①子会社株式及び関連会社株式   移動平均法による原価法 

②その他有価証券 

・市場価格のない  期末日の市場価格等に基づく時価法 

株式等以外のもの       （評価差額は、全部純資産直入法により処理し、売却原 

                価は移動平均法により算定） 

・市場価格のない株式等  移動平均法による原価法 

 

(２) 棚卸資産の評価基準及び評価方法 

・貯蔵品    移動平均法による原価法 

                 （貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの方法

により算定） 

 

２．固定資産の減価償却の方法 

(１) 有形固定資産   定額法を採用しております。 

但し、10 万円以上 20 万円未満のものについては、3 年間

で均等償却しております。 

 

(２) 無形固定資産 

ソフトウエア  自社利用可能期間（5 年間）に基づく定額法を採用してお

ります。 

 

(３) 長期前払費用   均等償却しております。 

 

３．引当金の計上基準 

(１) 貸倒引当金 

① 一般債権  債権の貸倒による損失に備えて、貸倒実績率法により算定

し、計上しております。 

② 貸倒懸念債権及び   債権の貸倒による損失に備えて、個別に回収可能性を検討 

破産更生債権   し、回収不能見込額を計上しております。 

 

(２) 退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退

職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上しており

ます。  

 

(３) 特別修繕引当金 周期的に大規模な修繕を要する船舶につき、将来の修繕に

備えるため必要見込み額を計上しております。 

 

４．収益の計上基準 

収益は、次の５つのステップを適用し認識される。 

 

ステップ１：顧客との契約を識別する。 

ステップ２：契約における履行義務を識別する。 

ステップ３：取引価格を算定する。 

ステップ４：契約における履行義務に取引価格を配分する。 

ステップ５：履行義務を充足した時に又は充足するにつれて収益を認識する。 

 

当社の売上収益は主として鉄鋼製品の海上輸送等の物流サービスによるものであります。 
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 (１) 一時点で充足される履行義務    主として鉄鋼製品の海上輸送等の物流については、約束し 

た財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で収益認 

識しております。 

 

 (２) 一定期間にわたり充足される    内航海運事業については、履行義務の進捗に応じて 

履行義務             航海日割基準により収益を認識しております。 

 

５．その他計算書類作成のための基本となる重要な事項 

 (１) グループ通算制度の適用     当社は、日本製鉄株式会社を通算親法人とするグループ通

算制度を適用しております。これに伴い、法人税および地

方法人税並びに税効果会計の会計処理および開示につい

ては、「グループ通算制度を適用する場合の会計処理及び

開示に関する取り扱い」（実務対応報告第 42号 2021年 8

月 12日）に従っております。 

 

６．追加情報 

法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の修正 

「所得税法等の一部を改正する法律」（令和 7年法律第 13号）及び「地方税法及び地方税法等の

一部を改正する法律の一部を改正する法律」（令和 7年法律第 7号）が令和 7年 3月 31日に公布さ

れ、令和 8年 4月 1日以降に開始する事業年度から法人税率等の引上げ等が行われることになりま

した。これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用する法定実効税率は、従来の 30.60%

から令和 8年 4月 1日以降に開始する事業年度に解消が見込まれる一時差異については 31.50%にな

ります。 

この税率変更により、繰延税金資産の金額（繰延税金負債の金額を控除した金額）は 982千円増

加し、法人税等調整額が 982千円減少しております。 

 

Ⅱ．収益認識に関する注記 

 
（収益認識基準に関する会計基準の適用）  

「重要な会計方針に関する事項」の「収益の計上基準」に記載のとおりであります。  

 

Ⅲ．株主資本等変動計算書に関する注記 

 

１．当事業年度末における発行済株式の総数 

普 通 株 式        128,270株 

 

２．配当に関する事項 

 (１) 配当金支払額 

決 議 
株式の 

種類 

配当の 

原資 

配当金の総額 

（千円） 

1株当たり 

配当額（円） 
基準日 効力発生日 

2024年 6月 27日 

定時株主総会 

普通 

株式 

利益 

剰余金 
10,518 82 2024年 3月 31日 2024年 6月 28日 

 

 (２) 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの 

決 議 
株式の 

種類 

配当の 

原資 

配当金の総額 

（千円） 

1株当たり 

配当額（円） 
基準日 効力発生日 

2025年 6月 27日 

定時株主総会 

普通 

株式 

利益 

剰余金 
81,066 632 2025年 3月 31日 2025年 6月 30日 

 


